
吉備国際大学公的研究費に関するコンプライアンス規程 

制定年月日:平成１９年１２月１日

最終改訂年月日：令和３年７月１日

（目的）

第１条　この規程は、吉備国際大学（以下「本学」という。）において、第３条に定義される「公的研

究費」の取扱いに関して、法令を遵守し適正な管理運営を行うために必要な事項を定める。

（範囲）

第２条　公的研究費の運営管理については、関係法令又はそれらに基づく特段の定めのある場合を除き

この規程によるものとする。　　　　　　

２　この規程の適用範囲は、本学に所属する教員、事務職員、技術職員、嘱託職員、アルバイト職員そ

の他関連するものとする。（以下、「構成員」とする。）

（定義）

第３条　この規程において公的研究費とは、競争的研究費をはじめとする国や地方公共団体または独立

行政法人などから受ける助成金をいう。

（組織体制）

第４条　公的研究費を適正に管理運営するために最高管理責任者、統括管理責任者及びコンプライアン

ス推進責任者を置く。

２　統括管理責任者およびコンプライアンス推進責任者に副責任者を置くことが出来る。

（役割と責任および権限）

第５条　最高管理責任者、統括管理責任、コンプライアンス推進責任者および監事の役割、責任の所

在・範囲と権限は以下のとおりとする。

(1)　最高管理責任者は、不正防止対策の基本方針を策定し周知するとともに、それらを実施するため

に必要な措置を講じる。不正防止対策の基本方針の策定に当たっては、役員会等において審議す

る。また、構成員に対して自ら啓発を行い、不正防止に向けた意識向上と浸透を図る。さらに、統

括管理責任者およびコンプライアンス推進責任者が責任を持って運営・管理が行えるよう、適切に

リーダーシップを発揮するものとし、学長をもって充てる。

(2)　統括管理責任者は、最高管理責任者を補佐し、公的研究費の運営および管理について全体を統括

する実質的な責任と権限を持つ。その役割は、不正防止対策の組織横断的な体制を統括し、基本方

針に基づき、機関全体の具体的な対策を策定・実施し、その状況を確認の上最高管理責任者に報告

するものとし、副学長のうち一名をもって充てる。

(3)　コンプライアンス推進責任者は、統括管理責任者を補佐し、公的研究費の運営および管理につい

て実質的な責任と権限を持つものとし、統括管理責任者の指示のもと、以下の役割を担うものと

し、各学部長、研究科長、研究所長をもって充てる。

①　自己の管理監督又は指導する部局等における対策を実施し、実施状況を確認するとともに実施状

況を統括管理責任者に報告する。

②　不正防止を図るため、部局内の公的研究費の管理運営に係る全ての構成員に対し、コンプライア

ンス教育を実施し受講状況を管理監督する。また、定期的に啓発活動を実施する。

③　構成員が、適切に公的研究費の管理・執行を行っているか等をモニタリングし、必要に応じて改

善を指導する。
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(4)　監事は、機関の業務運営等を監査し、機関の長に直接意見を述べる立場にあることから、競争的

研究費等の運営・管理についても重要な監査対象として確認し、役員会等において定期的に意見を

述べる。

①　監事は、不正防止に関する内部統制の整備・運用状況について機関全体の観点から確認し、意見

を述べる。

②　監事は、特に、統括管理責任者又はコンプライアンス推進責任者が実施するモニタリングや内部

監査によって明らかになった不正発生要因が不正防止計画に反映されているか、また、不正防止計

画が適切に実施されているかを確認し、意見を述べる。

（コンプライアンス教育）

第６条　コンプライアンス推進責任者は公的研究費の運営・管理に係る全ての構成員に以下のコンプラ

イアンス教育等を実施する。

①　本学の不正対策に関する方針およびルール等を理解し、不正防止の意識向上を図るためのコンプ

ライアンス教育を実施する。

②　公的研究費により謝金、旅費等の支給を受ける学生等に対して研究費使用のルールを周知する。

③　自己の管理監督する又は指導する部局等において、定期的に啓発活動を実施する。

（誓約書）

第７条　公的研究費の運営・管理に係る全ての構成員は、本学の不正対策に関する方針およびルール等

について遵守することを明確にするため、誓約書に自署し提出しなければならない。誓約書の内容は

以下のとおりである。

①　本学の規程を遵守すること。

②　不正を行わないこと。

③　規程等に違反して、不正を行った場合は、本学や配分機関の処分および法的な責任を負担するこ

と。

（行動規範）

第８条　公的研究費の運営・管理に係る全ての構成員に対し、行動規範を別途定める。

（通報窓口の設置）

第９条　本学における公的研究費等の不正使用に対応するため、通報窓口を置く。

２　通報窓口に関し必要な事項については、「公的研究費における不正使用の通報に関する規程」に定

める。

（不正防止計画の策定）

第１０条　最高管理責任者は、公的研究費を適正に運営および管理するために、不正を発生させる要因

を把握し、不正防止計画を策定して、その進捗管理に努めなければならない。

（不正防止計画の実施）

第１１条　コンプライアンス推進責任者は、統括管理責任者の指示の下、不正防止計画の実施状況を確

認し必要に応じて改善を指導するものとする。

２　コンプライアンス推進責任者は実施状況の確認および改善指導状況を遅滞なく統括管理責任者に報

告するものとする。

３　前項の報告を受けた統括管理責任者は、必要に応じ最高管理責任者に報告するものとする。

４　最高管理責任者の直属の防止計画推進部署（庶務課）と内部監査部門（法人本部総務部）は密接に

連携して不正防止に努めるものとする。
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（予算執行）

第１２条　本学の教職員は、第１０条で定めた不正防止計画に則り、予算執行を行わなければならな

い。予算執行は、順正学園規程第６編第１章「順正学園備品、物品購入並びに契約等事務手続き要

領」、「吉備国際大学公的研究費取扱要領」、「順正学園旅費規程」、その他予算執行に関する各種

マニュアルに基づき行うものとする。

（物品納入業者）

第１３条　本学教職員は、物品購入にあたり前条の規程に基づき、適正に納入業者を選択し、業者との

癒着を防止しなければならない。

２　本学に物品を納入する業者に対し、「誓約書」の提出を求めなければならない。対象業者の誓約事

項は別途定める。

(1)　吉備国際大学の規程等を遵守し、不正に関与しないこと。

(2)　学園の内部監査、その他の調査等において、取引帳簿の閲覧・提出等の要請に協力すること。

(3)　不正が認められた場合は、取引停止を含むいかなる処分を講じられても異議がないこと。

(4)　本学教職員から不正な行為の依頼等があった場合には通報すること。

３　前項の誓約書違反があった場合、「物品購入等契約に関する取引停止等の取扱規程」に基づき取引

停止等を行う。

（内部監査）

第１４条　本学における公的研究費の適正な執行と管理体制を検証するため、内部監査を実施する。最

高管理責任者は内部監査部門（法人本部総務部）を直轄的な組織として位置付け、実効性のある権限

を付与する。

２　内部監査は、内部監査部門（法人本部総務部）および監事が協力の上、監査計画に基づき実施す

る。

３　主な内部監査部門の業務内容は以下のとおりである。

(1)　公的研究費の適正な管理のため、学園全体の視点から監査計画を立案のうえ、モニタリングおよ

び監査制度を整備し、実施する。

(2)　毎年度不定期に、会計書類の形式的要件等の財務情報に関するチェックを行う。

(3)　その他不正を発生させる要因の未然防止に関すること。

(4)　防止計画推進部署の実施状況の確認および改善指導状況に関すること。

４　内部監査において不正を発見した場合は、「公的研究費における不正使用の通報に関する規程」に

より取り扱うものとする。

　　（相談窓口の設置）

第１５条　本学における公的研究費に係る事務処理手続き等、不正行為の発生を未然に防ぐため、事務

処理手続に関することおよび使用ルール等の相談窓口を置く。

２　相談窓口は、関係部・課の協力を得て、本学における公的研究費に係る事務処理手続きに関する学

内外からの問い合わせに誠意をもって対応し、効率的な研究遂行のための適切な支援に努めるものと

する。

　（公表）

第１６条　本学が定めた公的研究費の不正への取組みに関する方針等は、本学のインターネットで公表

する。

　（雑則）
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第１６条　この規程に定めるもののほか、公的研究費の取扱いに必要な事項は別に定める。

附　則

この規程は、平成１９年１２月１日から施行する。

附　則

この改正規程は、平成２０年４月１日から施行する。

附　則

この改正規程は、平成２２年４月１日から施行する。

附　則

この改正規程は、平成２７年３月２７日から施行する。

附　則

この改正規程は、令和２年６月１日から施行する。

附　則

この改正規程は、令和３年７月１日から施行する。
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